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研究成果の概要（和文）：梁の面外変形に着目した補剛方法を提案し，骨組内の補剛で連結された梁の挙動を明
確にし，骨組内の補剛条件に関して検討した．
端部補剛を片側に付2か所設け，その内側の中間部領域をλy≦140で均等間隔補剛する補剛方法を提案し， 面外
変位の抑制効果を確認した． その補剛は，現行の必要補剛軸剛性および必要曲げ剛性以上の剛性を有していれ
ばよいことを確認した．また，骨組内の小梁で連結された梁の補剛軸力は小さいが，補剛曲げモーメントは大き
いことを解析および実験で示した．骨組内の梁の横座屈を拘束するためには，補剛材の曲げ剛性が重要である可
能性を示した．

研究成果の概要（英文）：This research proposed the lateral bracing method restraining out-of-plane 
deformation. Moreover, the behavior of the beams connected by lateral bracings in a frame was 
clarified. The following information is obtained:
(1) In this proposed method, two lateral bracings are located at each beam-end and the remainder as 
equal distance of lb/iy≦140. This method ensures the plastic deformation capacity of the beam and 
restrains the out-of-plane deformation below 30mm. The required stiffness of lateral bracing for 
proposed method is equal to the current design code. (2) According to analysis and experiment, 
although the axial force of the lateral bracing arranged between two beams in a frame is small, 
bending moment of the lateral bracing is large. In order to restrain the lateral buckling of the 
beam in a frame, the possibility was shown that the flexural stiffness of lateral bracing is 
important.

研究分野： 建築構造・鋼構造

キーワード： 鋼構造　横座屈　横補剛　面外変形　立体骨組
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通）    

１． 研究開始当初の背景 
日本では，高い耐震性能を有する建物を目

指して耐震基準が整備されている．鉄骨建物

の耐震性能を判定する場合，座屈が発生した

時点で建物は崩壊とみなされ，それ以上の耐

力・変形は期待できない．しかし，代表者は

横座屈によって大きな面外変形が生じても

直ちに骨組の崩壊には至らない可能性を示

した 1),2)．また，他の実大梁実験においても，

同様の知見が得られている 3)．梁に横座屈が

生じていても骨組は高い変形性能を有する

が，面外変形によってスラブの破損や外壁落

下につながることが考えられることから，横

座屈の指標として，面外変形を考慮する必要

があると考えられる．しかし，梁横座屈後の

面外変形に着目し，骨組内の梁の性能を満足

する補剛条件を示した研究は見当たらない． 
 
２． 研究の目的 

本研究では，面外変形に着目した梁の補剛

方法を提案し，その補剛に要求される性能を

明らかにすると共に，骨組内の梁の挙動を明

確にするため，以下を主な研究課題とする． 
1. 梁に要求される性能を維持するための補

剛条件の提案 
2. 骨組内の梁に要求される補剛条件の提案  
 
３．研究の方法 
（１）面外変形を抑制する補剛方法 

現行の耐震設計基・規準における保有耐力

横補剛の均等間隔補剛規定と端部補剛規定 4)

に基づいて，簡易で効果の高い補剛方法を提

案している 5)．しかし，面外変形については

検討されていないため，文献 5)の方法を応用

して面外変形を拘束する補剛方法を提案す

る．単純梁の有限要素解析を行い，パラメー

タは下記とする． 
1. 梁断面形状 
2. 補剛間隔 

上記で示された補剛方法で，耐力および面

外変形を満足するための必要補剛条件を検

討する．パラメータは下記とする． 
1. 補剛材の軸剛性 
2. 補剛材の曲げ剛性 
（２）骨組内の梁の横座屈挙動 

増分摂動法を用いた立体梁-柱有限要素法

による立体骨組解析プログラム 6)を用いて，

骨組内の梁の横座屈挙動について検討する．

1 層 1 スパンの門型立体骨組を対象とし，柱

頭に水平力を単調載荷する．解析パラメータ

は以下とする． 
1. 梁断面 
2. 補剛剛性 
（３）補剛付梁の横座屈後大たわみ挙動実験 
H-50×20×1×1.6の補剛付小型 H形鋼の

大たわみ実験を実施し，梁単体の補剛効果，

補剛で連結された梁の補剛効果について検

討する．パラメータは以下とする． 
1. 補剛付単体梁 
2. 補剛で連結された 2本の梁 

４．研究成果 

（１）面外変形を抑制する補剛方法 
梁の耐力を維持する横補剛方法として，于

ら 5)は梁端部補剛位置に補剛材を設け，残る

部分を梁の弱軸回りの細長比λy≦100 の間隔

で補剛する方法（端部補剛 B）を提案した．

この方法を参考に，面外変形に効果的な補剛

方法を提案する．なお，梁と外装材の距離が

約 30mmであることからこれを基準とする． 
① 解析モデル 

図 1に解析モデルの概要を示す．汎用有限

要素法プログラムMarc2013を用いる．梁は

H-500×200×10×16 ， H-600×200×11×17 ，

H-800×300×14×26，材長はλy=260～570 で

ある．梁を支点から外側に 1mはね出し，そ

の先に鉛直荷重を加え，逆対称曲げモーメン

トを与え，載荷点，支点位置にはフランジと

同厚の鋼板を取り付けている（図 1(a)）．要

素は４節点厚肉シェル要素を用い，フランジ，

ウェブは 20mm×50mm，50mm×50mm程度
に等分割する．応力ひずみ関係はバイリニア
モデル，ヤング係数 E=2.05×105N/mm2，降
伏応力度σy=235N/mm2，降伏後の接線係数
E/100 である．載荷用のはね出し梁部分は，

接線弾性係数 100E の弾性材料である．境界
条件を図 1中に示す．梁端回転角 0.015rad，
0.03rad，0.045rad の振幅を 2 回ずつ繰返し

載荷する．(b)に示すフランジとウェブの面外

変位を指標とする．(c)に示す文献 4)に基づく
通常の端部補剛（端部補剛 A）と端部補剛 B
で補剛された梁について，梁端から端部補剛

までの端部領域，端部補剛で挟まれた中間部

領域の面外変位を比較する．  
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② 面外変形を抑制する補剛方法 
端部補剛 A，Bのフランジの最大面外変位 

の解析結果から，短い材長では端部補剛 A，
長い材長では端部補剛 B の面外変位が大き

いことを確認した．また，中間部領域では，

材長が長くなると，端部補剛 Bの変位が著し

く増加し，50mm 程度の変位が生じていた．

このことから，面外変位を拘束する新しい補

剛方法が必要であることを確認した． 
H-600，λy=570の梁の変形図を図2に示す．

中間部領域の面外変形は端部領域に近い補

剛間で生じていることから，図 3に示すよう
に梁端部に 2か所端部補剛を設け，その内側

を均等間隔に補剛する方法を検討する．以下，

端部補剛と端部補剛の間を中間部領域 2，そ

の内側を中間部領域 1 と定義する．H-600，
λy=570 の梁を対象として，中間部領域 1 を

2~6等分（補剛間隔を lb/iy =72~215）した場

合のフランジの最大面外変位を検討し，中間

部領域 1 の補剛間隔はλy≦140 であれば，端

部補剛 A と同等以上の効果を示すことから，

端部補剛を 2か所設け，その中間部をλy=140
で均等補剛する方法を端部補剛 C と定義す

る．端部補剛 Cで補剛した梁の解析結果を図

4に示す．いずれも，端部補剛 Cの面外変位

は端部，中間部領域で 30mm以下である．  
③ 面外変形を抑制する補剛方法の必要補剛

剛性 
端部補剛 B，端部補剛 Cの横補剛に要求さ

れる補剛剛性について検討する．図 5に解析

モデルを示す．材長は細長比λy =270（端部補

剛 B），λy =560（端部補剛 C）である．横補

剛材は補剛位置断面にフランジ厚のスチフ
ナを取り付け，スチフナに軸ばね・回転ばね

を取り付けてモデル化する．軸ばねの剛性は

許容応力度設計指針 7)に従う必要補剛剛性を

基準剛性 K0とし，K0～300K0に変化させる．

回転ばねは文献8)に従う必要曲げ補剛剛性を

基準曲げ剛性 KB0とし，0～1000KB0に変化さ

せる．解析結果を図 6 に示す．(a)λy=270，
(b)λy=560 のフランジ面外変位を示す．縦軸

は軸剛性，横軸は曲げ剛性を基準剛性で除し

て無次元化している．フランジ面外変位は

δ<30mmは〇，δ<50mmは△，δ≧50mmは

×で示す．K0以上かつ KB0以上の剛性を有し

ていれば，概ね必要性能を満足できる．なお，

耐力も同様の条件で，全塑性モーメント以上

の耐力を維持できることを確認している． 
④ 結論 
1. 端部補剛規定に従い端部補剛を両端に 4

か所設け，その内側の中間部領域をλy≦

140で均等間隔補剛する端部補剛 Cを提

案し，面外変位の抑制効果を確認した．  
2. 必要補剛軸剛性および曲げ剛性以上の剛

性を有していれば，端部補剛 B，端部補

剛 Cは十分に補剛効果を発揮できる． 
 
（２）骨組内の梁の横座屈挙動 
 骨組内の横補剛で連結された梁の横補剛

に要求される性能について検討する． 
① 解析モデル 

図 7 に解析モデルを示す．階高 3.7m，ス

パ ン 14.56m ， 柱 □ -400×400×19 ， 梁

H-600×200×11×17（細長比 350）, 補剛材

H-500×200×10×16である．横補剛は文献 4) 
に規定されている保有耐力横補剛の端部補

剛規定に従う．部材は元の断面諸量と同等に

なるように，材料線要素でモデル化し（図

7(b)），材軸方向に部材幅の 1～2倍程度の長

さになるように部材を等分割している．応力

ひずみ関係は(c)に示すバイリニアモデルと

する．境界条件は，ピン柱脚は x，y，z，θz

と反りを拘束し，柱と梁および梁と横補剛材

の接合節点は，反りを拘束している．4 つの

柱頭に水平力を与え層間変形角 0.1rad まで
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載荷する．補剛軸剛性および補剛曲げ剛性を

パラメータとした解析を行う． 

② 解析結果 
解析結果を図 8 に示す．(a)は荷重-層間変

形角関係，(b)は補剛軸力分布，(c)は補剛曲げ

モーメント分布を示す．(a)の縦軸は水平耐力

を崩壊荷重で除して無次元化し，(b)，(c)では

補剛軸力および補剛曲げモーメントを必要

補剛軸力，必要補剛曲げモーメントで除して

いる 8)．(a)より 0.1rad の最大変形時まで耐

力を維持し，崩壊荷重の 1.2倍の耐力を示し

ている．(b)，(c)より補剛軸力は最大でも必要

補剛力の 12%程度であり，補剛に生じるモー

メントは，必要曲げモーメントよりも大きく，

外側の補剛に大きいモーメントが発生して

いる． 
③ 補剛剛性が立体骨組の挙動に与える影響 

補剛材が骨組挙動に与える影響について

検討する目的で，横補剛の補剛軸剛性および

曲げ剛性を変化させた解析を行った．文献 
13)で規定されている必要補剛剛性を必要補

剛剛性（KΘ, KB）とし，横補剛剛性を変化さ

せる．ここで，KΘ=1346 (kNm/rad)，KB 
=2040000(kN/m)である． 

解析結果を図 9に示す．(a)補剛曲げモーメ

ント-補剛曲げ剛性関係，(b)面外変位-補剛曲

げ剛性関係， (c)梁変形図を示す． 
(a)より曲げ剛性が大きくなると，補剛に発

生する曲げモーメントは大きくなり，必要補

剛曲げモーメントの約 2倍の曲げモーメント
が発生している．また, 補剛曲げ剛性を 1000
倍以上にしても，30mm程度の面外変形が生

じたが，400倍以上では概ね一定の値となる．

(c)より補剛で接続された2本の梁は全体的に

弓なりの形状を示している． 
④ 結論 

 本研究では, 増分摂動法を用いた立体梁-
柱有限要素解析プログラムを用いて 1層 1ス
パンの立体骨組静的解析を行った．補剛軸力

は小さいが，補剛曲げモーメントは大きいこ

とを示した．また，面外変形を完全には拘束

できないが，補剛材の曲げ剛性が基準剛性の

400倍以上で概ね一定となることを示した． 
 

（３）補剛付梁の横座屈後大たわみ挙動実験 
前節では，骨組内の梁同士が小梁で連結さ

れた場合，補剛には軸剛性のみならず曲げ剛

性が重要である可能性を示した．小型 H 形
鋼梁の繰返し載荷実験を行い，横補剛に生じ

る力について明らかにする． 
① 横補剛付小型鋼梁の静的実験 

実験概要を図 10 に示す．H-50×20×1×
1.6の梁を対象とし，材質 SS400の直方体鋼

材を切削加工によって製作した．載荷装置は，

4つの H形柱からなり，柱頭柱脚はピンを介
して剛な梁に接続されている．試験体梁は，

両端に剛なプレートを溶接し，プレートと柱

をボルトで接合している．載荷梁の一端はジ
ャッキと緊結され，ジャッキによって，載荷

梁が水平方向に移動して，柱は柱脚中心に回

転し，試験体梁に逆対称曲げを与える．載荷

振幅は，試験体梁の全塑性モーメント Mp に

対応する梁端回転角θp (0.0083rad)を基準に

して，θp，2θp，4θp，6θp，8θp，10θp，12θp，

15θpとし，θp〜12θpの範囲では正負方向に 2
サイクルずつ，15θp は 1 サイクル載荷した．

各試験体梁の概要を(b)に示す．補剛位置は端

部補剛規定 2)に基づいて決定した．B4 は補

剛材の端部を剛な梁に取り付けたもので補

剛材は丸鋼φ4.5，L=250mm，B9，B10は梁

同士を横補剛で連携し，補剛材は丸鋼φ6，
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L=500mm である．補剛材は丸鋼を使用し，

端部にねじ切り加工をしてロッドエンドベ
アリングを介して冶具に取り付けている．梁

の補剛用冶具を(c)に示す．ジュラルミンを切
削加工して製作し，冶具と補剛材は，ベアリ
ングを介することで上下方向に回転可能な

ピン支点となっている．なお，補剛材冶具の

補剛材間隔を拘束している． 
② 実験結果 
各試験体の梁端モーメント-梁端回転角関

係を図 11 に示し，実験の様子を写真 1 に示

す．縦軸は全塑性モーメントで除して無次元
化している．いずれも 4θp＋方向 1 サイクル

目で最大耐力を示して横座屈が発生し，耐力

が低下した．その後，ピンチングが生じた． 
 各試験体の補剛材上下の補剛軸力および

補剛モーメント－梁端回転角関係を図 12 に

示す．上下の補剛材の軸力を足し合わせて補

剛軸力，補剛材の軸力と，補剛材の上下間距

離から補剛モーメントを算出している． 
B9，B10 は補剛軸力が小さく，B4 は補剛

軸力が大きい．一方，B9 の補剛モーメント
は極めて大きく，文献 8)に規定されている曲

げモーメントよりも大きな値となっている

が，B4の補剛モーメントは小さい．  

③ 結論 

小型 H形鋼梁の実験を行い，梁同士を横補

剛でつないだ場合，梁は同じ方向に面外変形

することを確認した．横補剛の一端を剛な梁

に取り付けた場合と比較すると，補剛軸力は

小さく，面外変形を拘束するためには，補剛

材の曲げ剛性が重要である可能性を実験的

にも示した． 

 
（４）結論 
数値解析を用いて，梁の面外変形に着目し

た補剛方法を提案した．また，骨組内の補剛

で連結された梁の挙動特性に関して解析

的・実験的検討を実施し，以下の知見を得た． 
1. 端部補剛規定に従い端部補剛を両端に 4

か所設け，その内側の中間部領域をλy≦

140で均等間隔補剛する端部補剛 Cを提

案し， 面外変位の抑制効果を確認した．  
2. 現行の必要補剛軸剛性および必要曲げ剛

性以上の剛性を有していれば，提案した

補剛方法は，補剛効果を発揮できる． 
3. 骨組内の梁で，小梁で連結された梁の補

剛軸力は小さいが，補剛曲げモーメント
は大きいことを示した．また，小型梁の

実験を行い，同様の結果を得た．骨組内

の梁の横座屈を拘束するためには，補剛

材の曲げ剛性が重要である可能性を示し

た．今後，曲げ剛性に関する検討の必要

性を示した． 
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